
平成26年度  決算の概要

平成26年度　会計別決算の概要
	 （単位：千円）

区　　　　　分 決　算　額 歳入歳出差引
①歳入額 ②歳出額 ①－②

住宅新築資金等貸付事業特別会計 2,518 2,223 295

国東市立国東自動車学校特別会計 66,725 58,592 8,133

国民健康保険事業特別会計 4,457,514 4,400,094 57,420

介護保険事業特別会計（事業勘定） 3,770,778 3,672,725 98,053

介護保険事業特別会計（サービス勘定） 319,546 301,314 18,232

後期高齢者医療事業特別会計 433,815 432,768 1,047

簡易水道事業特別会計 502,114 480,641 21,473

公共下水道事業特別会計 237,261 229,024 8,237

特定環境保全公共下水道事業特別会計 666,851 656,786 10,065

農業集落排水事業特別会計 44,130 43,317 813

浄化槽設置事業特別会計 2,349 2,347 2

特別会計合計 10,503,601 10,279,831 223,770

◎公営企業関係	 （単位：千円）

区　　　　　分 決　算　額 収支差引
①収入額 ②支出額 ①－②

工業用水道事業特別会計
収益的 31,406 19,370 12,036

資本的 0 0 0

市 民 病 院 事 業 特 別 会 計
収益的 3,523,283 4,997,766 △1,474,483

資本的 104,000 382,223 △278,223

※�市民病院事業特別会計では平成26年度より新会計制度が導入され、特別損失（退職手当引当金1,361,754千円・過年度賞与引
当金110,034千円・過年度法定福利費引当金19,649千円）を計上したことにより、1,474,483千円の純損失となりました。今
回計上した特別損失は、現金の支出等に影響する費用ではないため、経営等に直接影響するものではありません。

◎4つの健全化判断比率	 （単位：千円）
平成25年度
決算による数値

平成26年度
決算による数値

早期健全化
基　準

財政再生
基　準 説　明

実 質 赤 字 比 率 ―
（黒字）

―
（黒字） 12.96% 20.0% 赤字の程度がわかります。普通会計を対象とした実質赤

字額の標準財政規模に対する比率

連結実質赤字比率 ―
（黒字）

―
（黒字） 17.96% 30.0% 全会計を合算した赤字の程度がわかります。全会計を対

象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率

実質公債費比率 11.5％ 10.2% 25.0% 35.0%
一年間で払う借金返済額が増えすぎていないかわかりま
す。普通会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の
標準財政規模に対する比率

将 来 負 担 比 率 16.5% 4.6% 350％
将来にわたる借金が増えすぎていないかわかります。普
通会計が将来負担すべき実質的な債務（公営事業・第三
セクター等を含む）の標準財政規模に対する比率

※「ー」は、実質赤字額及び連結実質赤字額がないことを意味します。
※普通会計とは、一般会計及び自動車学校特別会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計の総称です。
※標準財政規模とは、標準的な状態で通常収入されるであろう一般財源（市税等）の規模を言います。

◎公営企業の資金不足比率
　資金不足を生じている会計はありません。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」の規定により、平成26年度決算に基づく
４つの健全化判断比率及び公営企業の資金不足比率を算出しました。国東市はいずれの指標も基準を下回
り、健全性が保たれていることを示しています。今後も健全な財政運営に努めていきます。

問合先▶財政課　財政係　☎0978-72-5165
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防
災
行
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促
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時
福
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付
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世
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付
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事
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平成26年度　主な事業と決算額
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